
　Ⅰ．緒　言
　

　従来まで，メソスケールモデルにおける都市域の

フラックス算定に関しては，粗度やアルベドなどの

空間代表パラメータを用いて，都市を１次元の地盤

と近似して熱収支を解くことで都市域のフラックス

を算出する，所謂スラブモデルが一般的であった．

これに対して，ここ数年来，ヒートアイランド現象

など都市域に特有の現象をより高精度に予測するこ

とを目的として，「都市キャノピーモデル」と総称さ

れる，新しいメソスケールの地表面スキームの開発

が行われてきている．都市キャノピーモデルは図－

１に示す単層モデル（Kusaka et al, 2001; Masson, 

2000）と多層モデル（Ashie et al, 1999；近藤ほか，

１９９８）に大別できるが，いずれも建物群の凹凸を考

慮した放射伝熱モデル，建物群による気流低減を表
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　本稿では，近年ヒートアイランド現象など都市域に特有の現象をより高精度に予測することを目的として開発されている都市

キャノピーモデルに必要な都市表面熱伝達率の既往研究についてレビューを行った．まず，伝達率の測定方法の概要及び長所と短

所について概観した．次に観測・実験研究の主な成果について報告した．その要旨は次の３点である．

　１）　実大建物表面の熱伝達率の観測例は多数あるが，研究者間で U － hの関係式は異なっている．その要因としては，建物形状，

風速定義高さ，表面温度と気温の差Δ Tなどが考えられるが，各因子の影響を定量的に検討した例は殆ど無い．

　２）　縮小模型実験については，中立条件下で立方体や２次元リブの規則的配列の粗度群に対して，粗度形状と伝達率の関係や面

内伝達率分布についての報告が複数行われている．

　３）　縮小模型実験で得られる伝達率を実大スケールに外挿できるか否かについて，観測データに基づく検証は行われていない．

　最後に，都市表面熱伝達率のモデルとして，大規模水平屋根を対象としたClear et al（2003），自然対流下の粗面を対象とした

Kondo et al（1997），中立条件下の２Ｄキャノピーを対象としたHarman et al（2004）の３つのモデルの紹介を行った．

　The convective heat transfer coefficient （CHTC） of urban canopy is one of the most crucial parameters for estimating the 

turbulent heat flux at urban area. However the features of that are not clarified sufficiently. Thus the authors reviewed the 

numerous researches on CHTC of urban surfaces, which contains both the indoor and outdoor experiments and three theoretical 

works of modeling. They are summarized as follows.

1） The features of measurement methods of CHTC are presented.

2） It is reported that the regression curves of CHTC with the function of wind velocity based on the experimental data at the 

various building surfaces do not agree. From the well-known thermal and aero-dynamical theory, this result should be due to the 

differences of the measurement conditions of building shape, the measurement height of the wind velocity and the stability. 

However these impacts on CHTC are not estimated quantitatively.

3） Several results of wind tunnel experiment using the regularly arranged urban-like obstacles under neutral condition are 

presented. They showed the relationship between CHTC of urban surfaces and urban geometry.

4） Comparison between the indoor experiments using scaled models and outdoor experiments on building surfaces has not 

performed yet.
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現したdrag forceモデル，建物屋根，壁，道路の表

面温度の違いを考慮した対流・伝導モデルなど，多

数のサブモデル群から成る統合モデルである．都市

形状や建物壁面・道路の日射反射率などの都市計画，

建築設計上の制御因子のインパクトが陽的に考慮さ

れているため，ここ数年来ヒートアイランド緩和策

の比較検証を目的とした工学的研究において盛んに

用いられている．

　しかし，都市キャノピーモデルには，幾つかの大

胆な仮定や検証が不十分なサブモデリングが含まれ

ており，モデル全体の挙動や精度は検証の途上にあ

るといえる．都市キャノピーモデルの中でも特に大

きな不確定要素となっているのは，都市キャノピー

表面とキャノピー大気間の顕熱フラックスの輸送効

率を定義するキャノピー表面熱伝達率のモデリング

である．都市の表面熱伝達率に関しては，都市気候

分野のみならず建築工学，伝熱工学分野において関

連する研究が散見されるが，周辺気流，建物密度な

どを考慮した包括的なモデリングの手法は確立して

いないのが現状である．そこで，本稿では，都市表

面伝達率の観測及びモデリングに関するこれまでの

研究の現状について紹介を行う．

記号：

　a：日射吸収率，es：ナフタレンの飽和蒸気圧

［Pa］，Ch：熱のバルク係数，cp：空気の定圧比熱

［J/kg］，D：拡散係数［m2/s］，E：加熱量［W/m2］，

EV：蒸発フラックス［kg/（m2 s）］，Fsub：ナフタレ

ンの昇華量［kg/（m2 s）］，g：重力加速度［m/s2］，

Gr：グラスホフ数，H：キャノピー高さ［m］，h：対

流熱伝達率［W/（m2 K）］，hD：物質伝達率［m/s］，

kx：物質移動係数［kg/（m2 s（kg/kg'））］，Ln：自然

対流の代表長さ［m］，LR：入射長波放射量［W/m2］，

Nu：ヌッセルト数，Pr：プラントル数，q：建物外

皮の対流及び放射による取得熱量の合計［W/m2］，

QE：潜熱フラックス［W/m2］，QG：地表面の伝導熱

フラックス［W/m2］，QH：顕熱フラックス［W/m2］，

Q*：正味放射量［W/m2］，R：気体定数［J/（kg・K）］，

Ra：レイリー数，Rec：限界レイノルズ数（＝１０００），

Re：レイノルズ数，Rf：強制対流乗数（表面粗さに

よる定数），Sc：シュミット数，Sh：シャーウッド数，

SR：入射日射量［W/m2］，Tair：空気温度［Ｋ］，Ts：

表面温度［K］，Te：相当外気温度［Ｋ］，Ts，n：ナフタ

レンの表面温度［K］，Δ T ＝ Ts － Tair，U：風速［m/s］，

Uh：測定対象面からの高さh［m］の風速［m/s］，W：

都市キャノピーの道路幅［m］，x：代表長さ［m］，

xc：強制対流の限界長さ［m］，α：熱拡散率［m2/s］，

β：体膨張係数［1/K］，ε：放射率，ρ：空気の密

度［kg/m3］，ρ air，n：空気中のナフタレン蒸気密度

［kg/m3］，ρ s，n：ナ フ タ レ ン 表 面 の 蒸 気 密 度

［kg/m3］，λ：熱伝導率［W/（m K）］，ν：動粘性

係数［m2/s］，λ p：建物面積率，κ：カルマン定数，

添字－ a，－ b：２枚組 SAT計の各々

無次元数

�

　�

　Ⅱ．都市表面の熱伝達率 hの定義
　

　都市表面の熱収支式は，以下で表される．

　　Q* ＝ QH ＋ QE ＋ QG �　

ここで顕熱フラックスは，対流熱伝達率を用いた場

合�式で，バルク係数を用いた場合�式にて表され

る．

　　QH ＝ h・（Ts － Tair） �　

　　QH ＝ ρ cp・ChU・（Ts － Tair） �　

伝熱工学分野では，対流熱伝達率の無次元数である

ヌッセルト数に関して，レイノルズ数，グラスホフ

数等を用いた経験式が多数提案されている．例え

ば，平板に沿った境界層における強制対流の局所

ヌッセルト数は，層流領域では�式，乱流領域では

Johnson-Rubesin の�式が知られている．また，一

様伝熱面温度の平板の自然対流については，�～�

式によりレイリー数で整理される（日本機械学会，

１９８６）．

　　Nu ＝ 0.332 Pr 1/3 Re 1/2 �　

，Pr ＝ ν / α ，Ra ＝ Pr・Gr，
hx

，Nu ＝
g β Δ T・Ln3

Gr ＝
 λ  ν 2

，Sc ＝ ν / D
hD・x

，Sh ＝
U・x

Re ＝
 D  ν 
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図－１　都市キャノピーモデルの模式図（Kusaka 

et al, 2001）．

Fig. 1　Schematic diagram of urban canopy model 

（Kusaka et al, 2001）.



　　　　　　　　　　　但し，Pr ＞ 0.5　層流

　　Nu ＝ 0.0296・Pr 2/3 Re 4/5 �　

　　　　　　　　　　　但し，0.5 ＜ Pr ＜ 5　乱流

　局所　�

 �　

　　但し，10 4 � Ra � 4 × 10 9～ 3 × 10 10

　平均　　�  �　

しかし，複雑形状の都市表面では，代表風速や代表

長さを定義することが困難なため，これらの無次元

式を適用することは困難である．

　一方，建築工学の分野では，建物表面熱伝達率は

空調設備の機器容量算定に必要なパラメータと位置

づけられるが，その最も古典的なモデルは，対流熱

伝達率を風速の一次関数または指数関数として定義

した Jurges による�～�式である（McAdams, 

1954）．

　普通面　　U ＜ 4.9　　h ＝ 5.6 ＋ 3.9U �　

　　　　　　U ≧ 4.9　　h ＝ 7.2U 0.78 �　

　粗面　　　U ＜ 4.9　　h ＝ 6.2 ＋ 4.3U �　

　　　　　　U ≧ 4.9　　h ＝ 7.6U 0.78 �　

この式は風洞の一様流中に垂直に設置された０．５m

角の加熱銅板の熱伝達率の実験式であるため，１）境

界層の未発達な部分を含んだ小面積の平板の値を十

～数十メートルのスケールを有する建物外表面に適

用することには問題がある，２）「風速」はどの位置の

風速を指すのか（上空風か壁面近傍なのか）が明確

ではない，等の問題が以前から指摘されてきたが，

ASHRAE（the American Society of Heating, Refrig-

erating and Air-Conditioning Engineers）の推奨式

として長年取り上げられていた．この問題点を解消

すべく，これまで複数の研究者が建物表面での実測

結果から新しい風速と対流熱伝達率の実験式を提示

してきたが，建物周辺の気流性状，表面サイズ等，

実測場所固有の条件が得られた結果に与える影響が

十分に吟味された例は少なく，建築工学分野で Jur-

ges の式の問題を本質的に解消した代替モデルは提

示されていない，と言える．

　Ⅲ．伝達率の測定方法
　

　伝達率を実験的に求める方法は主に２つに大別出

来る．第一の方法は，対流以外の熱収支成分の測定

値から残差項の対流成分を推定し，表面温度と空気

温度との差で除すことで対流熱伝達率を算出する，

というものである．第二の方法は，水蒸気の蒸発や

Ra1/4
1/4Pr3

Nux ＝ 2.4 ＋ 4.9　Pr ＋ 5Pr4

（Nux）x ＝ 1
4

Nul ＝ 3

ナフタレンの昇華等の物質移動現象から物質伝達率

を求めよう，というものである．以下に，これらの

方法の概要を述べる．

　１．熱収支残差から算出する方法（熱収支残差法）

　吸水性の無い乾き面では，表面の蒸発潜熱はほぼ

ゼロと見なせる．そこで，熱収支成分の中の正味放

射量及び伝導熱量が直接測定出来れば，残差として

顕熱フラックスが推定出来る．また，得られた顕熱

フラックスを表面温度と気温の差で除することで対

流熱伝達率が推定出来る．この手法は，顕熱フラッ

クスの推定方法により更に幾つかの方法に細分出来

る．それらの模式図を図－２�～�に示す．

　１）直接熱収支法

　最もシンプルなのは図－２�に示す方法である

（以下「直接熱収支法」とする）．伝導熱量は，薄板

状の熱流センサーを対象面に接着して測定すること

が多いが，その際，センサー表面が周囲の建物外表

面と同じ吸収率，放射率，粗度となるよう，セン

サー表面に加工を施す．正味放射量については，測

定対象面の近傍に放射収支計を設置して測定するこ

とが一般的である．この場合，放射センサーから対

象面を見る形態係数が十分に１に近く，対象面の温

度分布が一様とみなせることが必要となる．そのた

め，直接熱収支法は，ある程度の広がりを有するフ

ラットな建物屋根面等に適用されることが多く，バ

ルコニーや庇などの凹凸を有する壁面や，縮小模型

には適用出来ない．また，正味放射量や伝導熱流が

極めて小さい条件や表面温度と気温の温度差が小さ

くなる条件では，対流熱伝達率の推定誤差が大きく

なるため，測定時間は昼間に限定される．この方法

の利点は，熱流センサーの仕上げを周囲の対象面と

同等にすることで，測定対象面の温度と風速の境界

層をみださない条件で，in situ の伝達率の測定が出

来る点にある．この方法を用いた実測例としては，

浦野ほか（１９８３），Hagishima et al（2003）などが挙

げられる．

　２）SAT計法

　次に，建築工学分野で良く用いられる方法として

は，図－２�に示す通り，断熱材を用いた試験体を

対象面に固定する方法（以下，「SAT計法」とする）

がある．SATとは�式で定義される相当外気温度

Te（Sol-air Temperature）の略称で，日射と長波放射

の授受を考慮して外気温度を補正したものである．

定常を仮定した場合，�式により建物外壁面が外気

 ５３８　総　説 J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour. Vol. 17, No. 5（2004）



及び周辺地物・大気から受け取る熱量を簡易的に表

現出来るため，空調負荷の算定などに用いられてき

た．「SAT計」という呼称は，相当外気温度の計測

装置，という意に由来するが，実際には主として建

物外表面対流熱伝達率 hの測定を目的として使われ

ている．

　　�  �　

　　q ＝ h・（Te － Tair） �　

　試験体は，黒色艶消し塗装を施した薄い銅板が表

面に貼付された断熱材から成る．表面の日射吸収率

及び放射率が既知ならば，面への入射日射量，入射

長波放射量，表面温度の測定値から，正味放射量が

推定出来る．また，断熱材を用いることにより伝導

熱流はゼロとみなせる．よって，次の�式から試験

体の対流熱伝達率が得られる．試験体周辺の風速・

温度境界層が，周囲と大差無いとみなせる場合は，

得られた対流熱伝達率を，試験体を設置した建物外

表面の伝達率と等しいとみなすことが出来る．

　　�  �　

　この方法は，建物外壁などでガラス窓や壁表面温

度の異なる面がモザイク状に分布するような場合な

ど，放射収支計でダイレクトに面の正味放射量を測

定するのが困難な場合にも正味放射量が推定できる

利点がある．夜間は，�式の分子，分母ともに小さ

な値となり対流熱伝達率の推定誤差が大きくなるた

a・SR ＋ ε ・（LR － σ Ts
4）

1
Te ＝ Tair ＋ h

（a・SR ＋ ε LR － ε σ Ts
4）

h ＝ （Ts － Tair ）

め，測定時間帯は日中に限定される．短所としては，

１）試験体に黒色塗装を施すことで，試験体表面が実

際の建物外表面に比べ高温となり，測定対象面の温

度境界層を乱す可能性があること　２）試験体を建物

外壁に埋め込むことが困難な場合，試験体が測定対

象面に対する突起物となり，速度境界層を乱すこと

　３） 太陽の入射角度に関わらず日射吸収率を１に保つ

ことが難しいため，場合によっては正味放射量の推

定値に大きな誤差が混入する可能性が有ること，な

どが挙げられる．この方法を実際の建物屋根面に適

用した例としては，小林ほか（１９９４），小林ほか

（２０００）が挙げられる．

　３）加熱 SAT計法

　図－２�に示す通り試験体にヒーターを組み込ん

だ試験体を用いる方法であり，（以下，「加熱ＳＡＴ

計法」とする）次式により対流熱伝達率を推定する

ものである．

　　�  �　

ヒーターにより人為的に空気温度と表面温度の差を

生じさせるため，夜間の測定が可能である．屋外で

の建物外表面を対象とした測定例としては，Yazda-

nian et al（1994），Loveday et al（1996a, 1996b）が

挙げられる．また大塚ほか（１９９９）は，直方体模型

群を用いた風洞実験にこの手法を適用している．こ

の実験では，模型をアルミの光沢面で覆うことによ

り正味放射量をゼロとみなしている．

（a・SR ＋ ε LR － ε σ Ts
4 － QG ＋ E）

h ＝ （Ts － Tair ）
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図－２　熱収支残差による対流流熱伝達率測定方法の模式図．

Fig. 2　Schematic diagram of measurement methods of the convective heat transfer coefficient based on the 

estimation of thermal balance.



　４）２枚組加熱 SAT計法

　図－２�に示す通り，測定対象面に表面仕上げの

同じヒーター内蔵 SAT計を２個設置する方法であ

る．２個の SAT計はヒーターの加熱量を調整して

表面温度が異なる条件とする．このとき，��式に

示す２つの熱収支式の入射放射量をキャンセルする

ことにより，�式に基づき対流伝達率が算出できる．

この手法では２個の SAT計の入射放射量，参照気

温 Tair及び対流熱伝達率を同一と見なしているため，

２個のSAT計が同一の気流・温度条件となるように

留意する必要がある．佐藤ほか（1972a, 1972b），Ito 

et al（1972）及び Sharples（1984）は，この手法を

用いて実大建物の外壁面熱伝達率の測定を行ってい

る．

　　Ea ＋ a・SR ＋ ε ・LR － ε ・ σ Ts，a
4

　　　＝ h・（Ts，a － Tair） �　

　　Eb ＋ a・SR ＋ ε ・LR － ε ・ σ Ts，b
4

　　　＝ h・（Ts，b － Tair） �　

　　�  �　

以上，熱収支の残差から対流熱伝達率を求める主な

手法について述べた．上記以外にも，測定条件に応

じて，伝導熱量や正味放射量の測定に様々な工夫が

行われている．例えば，Kanda et al（2002）は，屋

外において立方体ブロック群の壁面・屋根面のバル

ク輸送係数の測定を行う際，模型表面での正味放射

量をダイレクトに測定することが困難なため，別途，

水平面全天日射量と長波放射量の測定値を用いてモ

ンテカルロ法による３次元放射計算を行い，測定対

象面の正味放射量の推定を行っている．

　２．物質伝達とのアナロジから伝達率を算出する

方法

　熱伝達と物質伝達にアナロジが成り立つと仮定す

ると，Nu 数と Sh数は無次元数を用いて��式で表

される．

　　Nu ＝ C・Re m・Pr n �　

　　Sh ＝ C・Re m・Sc n �　

　　�  �　

　　�  �　

��式の両辺をそれぞれ除して得られる�式と，Nu

 数と Sh数の定義式から得られる�式から Nu 数と Sh

数を消去すると，対流熱伝達率は物質伝達率及びル

Ea － Eb － ε σ（Ts，a
4 － Ts，b

4）
h ＝

Ts，a － Ts，b

＝（Pr/Sc）nNu
Sh

1Dh
＝

Nu
 ρ cpαhDSh

イス数 Leで表現される．気体の多くは Le≒１とな

ることが知られている．

　　h ＝ hD・ ρ cp・Le1 － n �　

　　Le ＝（ α /D） �　

熱収支残差法は Q * が小さい条件では誤差が大きく

なるのに対し，物質伝達現象にはそのような制約が

無いため，夜間や室内実験でも強制対流時のデータ

が安定して取れる利点がある．この理論に基づき都

市キャノピー表面物質伝達率を測定した既往研究で

は，ナフタレン昇華法，濾紙蒸発法，食塩水蒸発法

の３つの手法が用いられている．

　１）ナフタレン昇華法

　鋳型整形したナフタレン，若しくはナフタレンで

表面をコーティングした模型を気流下に一定時間設

置し，精密天秤やダイヤルゲージを用いてナフタレ

ンの昇華量を測定し，�式から伝達率を推定する方

法である．測定方法の概要についてはGoldstein et 

al（1995）に詳述されている．任意形状における伝

達率が簡易に測定出来るため，機械工学の分野では

広く用いられている．

　　�  �　

なお，ナフタレンの昇華に伴う相変化熱は極めて小

さいため，放射や電気による加熱の無い一般的な条

件下では，ナフタレン表面温度と空気温度はほぼ等

しいとみなし，�式によりナフタレン表面の飽和蒸

気濃度を推定するのが一般的である．

　　�  �　

　　�  �　

　　B1 ＝ 13.57，B2 ＝－ 372９

この方法の利点は，１）測定項目が少なく簡便である

こと，２）ナフタレンの整形により様々な形態の伝達

率が測定できること，等が挙げられる．対する留意

点は，１）ナフタレンは人体に有毒であり，室内での

測定では換気に十分注意を要すること，２）屋外の日

射のある条件下では，表面温度を雰囲気温度と等し

いとする近似が成り立たなくなるのに加え日影によ

り温度分布が生じるため，多点での表面温度計測が

必要となり，概して測定が難しくなること，３）バッ

クグランド濃度を一定（ゼロ）に保つため，主に

open circuit 型の風洞内での測定に限定されること，

等である．

　建物外表面の伝達率に関する測定事例としては，

FsubhD ＝
（ ρ s，n － ρ air，n）

es ρ s，n ＝
RTs，n

B2log10 es ＝ B1 ＋ Ts，n

 ５４０　総　説 J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour. Vol. 17, No. 5（2004）



山形傾斜屋根に設置されたソーラーパネルの対流熱

伝達率をターゲットとした Sparrow et al（1982）や

２次元キャノピーの各面伝達率を測定したBarlow 

et al（2002a, 2002b, 2004）が挙げられる．

　２）濾紙蒸発法

　飽和状態の濾紙を貼付した薄板状の試験体を測定

対象面に固定し，環境下に設置する前後の試験体の

重量変化から蒸発量及び物質伝達率を得る方法であ

る．なお，ナフタレン昇華法とは異なり水の相変化

熱が大きいため濾紙表面温度の測定は必須となる．

この測定法を用いた例としては，風洞実験による２

次元キャノピーや３次元キャノピー各面の物質伝達

率を明らかにした成田ほか（１９９１，２０００），建物窓面

の伝達率を対象とした成田ほか（１９９７）が挙げられ

る．

　３）塩分濃度測定法

　塩水を満たした水槽を風洞の測定部に配置し，気

流下に一定時間静置した前後の塩分濃度変化の測定

値から蒸発量及び伝達率を推定する方法である（成

田ほか，１９８６ａ；１９８６ｂ；１９８６ｃ）．本手法は鉛直面の

測定が出来ないという制約はあるが，塩水を満たす

水槽のサイズを大きくしてその中に複数の模型群を

並べることで，不均一形状のバルクの床面伝達率を

推定することが可能であり，ナフタレン昇華法や濾

紙蒸発法には無い利点がある．それを生かして，成

田ほか（１９８６ｃ）では様々な粗度密度及び高さ分布

条件での直方体粗度群の床面伝達率の測定を行って

いる．

　Ⅳ．実在建物外表面を対象とした屋外観測
　

　１．水平屋根面

　実大の建物外表面を対象とした観測は対象面周辺

の気流分布を多点計測することが困難なため，周辺

気流特性を考慮した汎用的な知見を得ることには限

界があるが，自然風下での実スケールのデータが得

られるという点で貴重である．建物水平屋根面を対

象とした観測の例を表－１に，風速と対流熱伝達率

に関する実験式を図－３に，それぞれ示す．なお，

共存対流のClear et al（2003）による推定式を併せ

て記載している（モデルの詳細についてはⅥ章で述

べる）．

　対象面からの高さ０．１３mで風速を定義した

Hagishima et al（2003）（以下，S ＋０．１３mと表記）

だけが他の結果に比べて勾配が急で大きな値となっ

ているのは，風速の測定位置が床面に極めて近く，

速度境界層の底部に位置しているためと考えられる．

また，風速測定位置が０．６mの浦野ほか（１９８３）と

Hagishima et al（2003），S ＋０．６mは，屋根のサイズ

が異なるものにも関わらず，極めて類似した結果と

なっている．小林ほか（１９９４），S ＋１．５m，S ＋１０m

は，浦野ほか（１９８６），Hagishima et al（2003），S ＋

０．６mに比べ勾配が緩やかで小さな値を示し，風速

５ m/s では両者の対流熱伝達率には約８ W m － 2 K － 1

の差が生じている．一方，１ m/s以下の弱風域では

水文・水資源学会誌第１７巻５号（２００４） 総　説　５４１ 

表－１　建物水平屋根面の対流熱伝達率に関する実測例．



下向き熱流の小林ほか（２０００）を除く全ての実験式

は類似の値を示し，切片は６．４２～８．７の範囲となっ

ている．

　このように研究者による U － hの関係が異なる理

由として，風速測定位置，屋根寸法の条件のみなら

ず，表面温度と空気温度の差Δ Tが考えられるが，

その影響を定量的に考察した例は殆ど無い．その理

由として，１）屋外実測の殆どがⅢ章１節にて紹介し

た熱収支残差法に拠るため，測定誤差の大きくなる

Δ Tの小さな条件下のデータが取得しにくい事，２）

気流・温度条件を定常に保つ事の出来る室内実験と

は異なり，日射や風速の時変動が大きな条件下では，

対流熱伝達率同定に用いる測定機器間の応答速度の

違いなどによる誤差が大きいため，風速に比べ感度

の小さなΔ Tの対流熱伝達率に及ぼす影響を抽出す

る事が困難な事，などが挙げられる．

　２．鉛直壁面

　建物の鉛直面の対流熱伝達率に関する実測例を表

－２に示す．

この中で特に繰り返し建築工学分野で引用されてき

た Ito et al（1972）は，６階建て建物の壁面８ヶ所

（３～６階）で対流熱伝達率，近傍風速及び上空風速

の測定を行い，１）上空風速と壁面近傍風速の関係は

風向によって変化する，２）壁面近傍３０cmの風速条

件が同じ場合，壁面の端部や最上階では他に比べ対

流熱伝達率がやや大きな値を示すが，全般的には近

傍風速－対流熱伝達率の関係に及ぼす風向や壁面内

位置の影響は比較的小さい，という結果を得ている．

このデータはASHRAE Task Group（1975）により

対流熱伝達率－近傍風速，近傍風速－上空風速の関

係式として整理され，AHRAE DOE-2 モデル（建物

空調負荷予測のコンピューターソフトウエア）に組

み込まれている．

　これに対して，１８階建て建物の壁面内４ヶ所

（６，１４，１８階）について同様の実測を行った Shar-

ples（1984）では，壁面が主風向に相対するwind-

ward の場合，最上階及び壁面端部の対流熱伝達率

は同じ壁面近傍風速条件の他の位置に比べ大きな値

を示しており，その傾向は Ito et al（1972）に比べ

顕著になっている．

　表－２に含まれる対流熱伝達率と壁面近傍風速と

の近似式を図－４に示す．一見して研究者により対

流熱伝達率の実験式は全く異なることが確認できる．

例えば，ベランダや庇などによる壁面の凹凸が少な

くフラットな中層～高層建物壁面を対象とした

Sharples（1984）と Loveday et al（1996）は，風速

の測定位置が壁面から１ mの同じ条件であるにも関

わらず，熱伝達率は大きく異なる値を示している．

同じ建物壁面内の複数の場所で測定した Sharples

（1984）では，壁面の中央に比べ端部の方が大きな値

を示していることから推察するに，Loveday et al

（1996）の測定対象建物が幅９ mと狭く縦長の形状で

あったため，測定点周囲では建物エッジからの境界

層が未発達であったことが理由の１つとして考えら

れる．また，成田ほか（１９９７）の対流熱伝達率は，風

速位置が壁面から０．３mと同じ条件であったIto et al

（1972）の半分以下の小さな値を示している．これは，

 ５４２　総　説 J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour. Vol. 17, No. 5（2004）

図－３　建物水平屋根面の対流熱伝達率と風速の関係．凡例の「S ＋ 10m」は対象面からの高さ１０ｍの風速に

よる関数を意味する．Δ T ＝ Ts － Tair．

Fig. 3　Relationship between wind velocity and convective heat transfer coefficient of horizontal roof of the 

buildings. “S+10m” indicates the wind velocity measured at the height of the ten meters above the 

objective surface. Δ T ＝ Ts － Tair.
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成田ほか（１９９７）の測定場所がバルコニーに囲まれ

た窓面であったため，測定対象面周囲の気流場がフ

ラットな壁面を対象とした Ito et al（1972）とは全

く異なっていたことが原因の一つと考えられる．

　以上要するに，壁面の対流熱伝達率－近傍風速の

特性に研究者間の違いが大きいのは，建物壁面近傍

の気流場が風向，周辺建物の配置，壁面の凹凸，壁

面内のエッジからの位置等により大きく変化し，水

平屋根に比べ実測場所固有の影響が混入しやすいこ

とが原因と考えられる．

　Ⅴ．縮小模型を用いた実験
　

　縮小模型を用いた実験は，模型サイズが建物実ス

ケールと大きく異なるため Gr数などの無次元数を

一致させることが困難である，といった問題はある

が，模型配列や風向等の条件を変化させることが容

易で，実スケールでは殆ど不可能なキャノピー層内

外気流の多点計測も可能なため，都市表面伝達率の

特性を包括的に把握する上で極めて有効な方法であ

る．

　表－３に既往研究の概要を示す．風洞装置を用い

た流入風一定条件で中立下の実験が多く，屋外での

非等温条件での実験例は Swaid（1993），Kanda et 

al（2002）など少数である．

　以下に，縮小模型を用いた既往の伝達率の実験結

果を幾つかのトピックに分類して紹介する．

　１．風速と伝達率の関係

　実大建物に比べ数百分の一のスケールの縮小模型

を用いた実験で最も問題となるのは，その結果をど

のように都市にスケールアップするか，であろう．

そこで，熱収支残差法を用いて風洞装置内の立方体

模型を対象としたMeinders et al（1997）と，実大

建物屋根を対象とした小林ほか（１９９４）の対流熱伝

達率の比較を図－５に示す．Meinders et al（1997）

では，１５mmの立方体模型を主流方向に８個並べ風

上１～６列目の模型５面の平均対流熱伝達率を測定

している．これに対し，小林ほか（１９９４）は SAT

計法により３階建て建物の水平屋根面の対流熱伝達

率を測定している．なお，Re数の代表長さは模型高

さ及び建物高さ，参照風速は，風洞のバルク風速及

び建物屋根からの高さ１０mの風速（約２ H）として
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図－４　建物鉛直面の対流熱伝達率と近傍風速の関係．

　凡例の S ＋ 0.3m：対象面からの距離 0.3mの風速による関数を意味する，18E：建物１８階壁端部のデータ，

6c：建物６階壁中央部のデータ．（H）：Hagishima et al（２００３），（I）：Ito et al（1972），（L）：Loveday et al

（１９９６），（N）：成田ほか（１９９７），（S）：Sharples（1984），（Y）：吉田（１９８９）．

Fig. 4　Relationship between wind velocity and convective heat transfer coefficient of vertical wall of the 

buildings.

　“S+0.3m” indicates the wind velocity measured at the height of the 0.3-meter above the objective surface. 

“18E” indicates the data observed at the edge of the wall of 18th floor and “6c” indicates the data observed 

at the central wall of the 6th floor. （H）, （I）, （L）, （N）, （S） and （Y） indicate the data of Hagishima et al 

（2003）, Ito et al （1972）, Loveday et al （1996）, Narita et al （１９９７）, Sharples （１９８４） and Yoshida （1989）, 

respectively.
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いる．代表風速の定義が若干異なっているため比較

は難しいが，図－５�の両者の値は大きく異なって

いる．これに対して，強不安定下の自然対流熱伝達

率をターゲットとして室内実験を行ったKondo et 

al（1997）では，Nu数がRa数の1/3乗に比例する，と

いう伝熱工学の知見を引用して hをΔ Tの 1/3 乗の

関数とした近似式を提案し，平滑面の室内実験から

得られたパラメータが水田における渦相関法の実測

結果と一致することを確認している．このことは，

伝熱工学分野での常套手段である強制対流下の Nu

数－ Re数による無次元実験式は代表長さが大きく

異なる場に対して汎用的に用いることは出来ず Re

数は有効な説明変数とはならないのに対し，自然対

流の Nu数－ Ra数による無次元数実験式表現は，代

表長さが異なる場においても適用出来ることを意味

しており，興味深い（Kondo et al（1997）のモデル

については，Ⅳ節にて再度述べる）．

　次に，同じ縮小模型実験で測定方法の異なるデー

タの中でアプローチフローやＲｅ数が比較的近い条

件の成田ほか（２０００）とBarlow et al（2002a）を取

り上げ，図－６に物質伝達率－風速及び Sh数－ Re

数の関係を示す．成田ほか（２０００）は助走区間にL型

アングルを配した乱流境界層下の単独立方体模型屋

根面の伝達率を濾紙蒸発法により測定したもので，

代表長さは模型高さ H ＝６０mm，参照風速の定義高

さは８ Hとしている．なお，成田ほか（２０００）では

伝達率を［m/（s Pa）］の単位で表示しているため，

濾紙面及び空気温度２０℃，相対湿度６０％を仮定して

 ５４６　総　説 J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour. Vol. 17, No. 5（2004）

　（a）物質伝達率と風速の関係．　（b）Sh数と Re数の関係．

（N）は成田ほか（２０００）の単独立方体屋根面，（B）は Barlow et al（2002a）の実験 B（H/W ＝ 0.19）に拠る．

図－６　物質伝達率と風速の関係と Sh数と Re数の関係．

Fig. 6　Relationship between wind velocity and mass transfer coefficient and Relationship between Reynolds 

number and Sherwood number.

（M）はMeinders et al（1997）の立方体屋根面，（K）は小林ほか（１９９４）の建物屋根における実験式に拠る．

図－５　対流熱伝達率と風速の関係と Nu数と Re数の関係．

Fig. 5　Relationship between wind velocity and convective heat transfer coefficient and Relationship 

between Nusselt number and Reynolds number.

（a）対流熱伝達率と風速の関係 （b）Nu数と Re数の関係



［m/s］に換算している．一方，Barlow et al（2002a）

は，助走区間に直方体ブロックの千鳥配列によるラ

フネスを配置した乱流境界層下で主風向に対して直

角に２本リブを並べた 2Dキャビティの床面伝達率

をナフタレン昇華法により測定したものである．代

表長さはリブ高さ H ＝１２．５mm，参照風速の定義高

さは１２．５Hである．模型形状や測定対象面の位置

（屋根面か床面か）の違いにも関わらず，両者の Sh

数－ Re数の関係は類似の傾向を示している．

　水平平板の乱流下の強制対流では Nu数∝（Re数

の 4/5 乗）とする実験式（前述の５式）が一般的で

あるが，代表長さの意味が曖昧な凹凸のある乱流境

界層での伝達率と風速の関係についての解釈は研究

者により分かれる．例えば，成田ほか（２０００）は風

速の 2/3 乗で立方体各面の熱伝達率を近似出来るこ

とを指摘している．これに対して，Barlow et al

（2002a）では風速－伝達率は比例関係であり，

｛hD/U｝即ちバルク係数 Chに風速依存性は無いとみ

なし，キャビティの形状と｛hD/U｝の関係について

考察を行っている．また，立方体を主流方向に８個

配列したMeinders et al（1998）は，Re数３２７８及び

５０６６の２ケースについて立方体５面の平均 Nu数が

Re数の０．７５乗に比例することを指摘している．し

かし，近似式の指数を 2/3 ～ 1 のいずれを採用した

場合でも実測データの再現性には大差無いことから，

hD － Uは比例としたBarlow et al（2002a）の判断は

伝達率モデリングへの応用という点で合理的と言え

よう．

　２．粗度形状と伝達率の関係

　直方体ブロック群または２次元リブで形成される

キャノピーの流れ場は，粗度密度により３つのパ

ターンに分類出来る事が知られており（Oke, 1987），

都市キャノピーの伝達率の特性にも深い関連がある

と予測される．そこで，まず都市キャノピーの流れ

パターンの模式図を図－７に示す．粗度密度が低い

条件では図－７�に示す通り，キャニオン内で流れ

が地上に再付着し，風上と風下側の両壁面付近にそ

れぞれ渦が出来る．この流れパターンは isolated 

flow と呼ばれる．これに対し，街路幅が狭くなる

と渦はキャニオンの幅に横長に広がり１つとなる

（図－７�　wake interference）．更に，街路幅が狭

く粗度密度が大きくなると，キャニオン内には安定

した渦が生じ，キャノピー上空とは明らかに異なる

流れ場が生成される（図－７�　skimming flow）．

　次に，一定間隔の模型配列に対して，風上側から

の吹走距離による伝達率の変化を報告した例として，

２Ｄキャノピーの物質伝達率を測定した成田ほか

（２０００）の例を図－８に示す．３列目までは伝達率の

減少が激しく，それ以降はほぼ類似の値を示してい

る．なお，測定方法や模型配列の異なるBarlow et 

al（2004），Aliaga et al（1994），Meinders et al（1998）

においてもほぼ同様の傾向が確認出来る．

　次に，いずれも 2Dキャノピーを対象とした成田

ほか（２０００）とBarlow et al（2004）の各面の平均

伝達率と模型高さ Hの街路幅Ｗに対する比 H/Wの

関係を図－９に示す．尚，物質伝達率は各々の研究

者の H/W ＝１．０の屋根面の値で基準化している．成

田ほか（２０００）とBarlow et al（2004）のいずれも

屋根面伝達率に関しては，isolated flow または

wake interferenceの領域であるH/W ＝０．６以下の領

域では，H/Wの増加とともに減少し，skimming 

flowとなるH/W ≒０．６以上の領域ではH/Wに関わら
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図－７　都市キャノピーの流れ場の模式図．

Fig. 7　Schematics of flow patterns in the urban 

canopy.

図－８　2Dキャノピーにおける物質伝達率の風向

方向変化．

Fig. 8　Variation of the mass transfer coefficient of 

2D canopy with the distance from approach flow.



ずほぼ一定の値を示している．windward の鉛直面

については，伝達率は H/Wと負の相関を示してい

るが，H/Wの条件を細かく変化させた成田ほか

（２０００）では，H/W ＝０．８～１前後で伝達率が変化しな

い領域が見られる．leeward の鉛直面については，

isolated flow となる H/W ≒０．３以下では伝達率は

H/Wの増加とともに減少するのに対し，wake inter-

ferenceとなるH/W ≒０．３～０．７まではH/Wの増加と

ともに伝達率も増加している．skimming flow とな

るH/W ≒０．７以上の領域では，再び伝達率はH/Wに

対し負の相関となっている．

　３．粗度群の面内伝達率分布

　粗度群の面内伝達率分布について報告している研

究としては，2Dキャノピー（H/W ＝０．５，０．６７，１，

２，６）について濾紙蒸発法を用いた成田ほか

（２００２），2Dキャノピー（H/W ＝０．０９，０．２５）につ

いて熱収支残差法を用いたAliaga et al（1994），３

次元キャノピー（H/W ＝１）について熱収支残作法

を用いたMeinders et al（1998）が挙げられる．

　まず，比較的模型間隔の広い条件下におけるAli-

aga et al（1994）の床面の伝達率分布を図－１０に示

す．H/W ＝０．０９については，B点から約５ Hの再付

着点での伝達率のピークの後，x/Hの増加とともに

伝達率は漸減し，B点から１０Hの剥離点から再び急

激に伝達率は増加している．H/W ＝０．２５ではB点か

ら風下へいくにつれ伝達率は増加する傾向を示して

いる．次に，主にskimming flowの条件下における

成田ほか（２０００）の結果を図－１１に示す．屋根の伝

達率は風上側エッジ付近で剥離の影響のためか若干

大きな値を示しているが，いずれの条件でも分布幅

は小さい．床面については，街路幅が最も狭い

H/W ＝２で他条件に比べ特に小さな値を示している．

これに対して，H/W ＝１～０．５の条件では，いずれも

床面伝達率は leeward に比べ大きな値を示し，

windward の鉛直面（図－１１の模式図中の壁C － D）

から風上側に０．５H程度の場所にピークが見られる．

Aliaga et al（1994）でみられたC点付近での伝達率

増加傾向は見られないことから，床面全体が recir-

culation region となっていたことが推察される．

leeward については，H/W ＝１，０．６７の２ケースは，

高さ０．６H付近にピークがみられるのに対し，H/W

＝０．５，２の２ケースは高さとともに伝達率は単調増

加している．windward については，４ケースとも

高さとともに伝達率は単調増加しており，条件によ

る違いは小さい．

　以上のデータから，粗度密度の大小によるキャノ
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図－９　H/Wと物質伝達率の関係．凡例の（N）は成

田ほか（２０００），（B）は Barlow et al（2004）に拠る．

物質伝達率は各々の研究者の H/W ＝ 1.0 の屋根面

の値で基準化している．

Fig. 9　Relationship between H/W and mass trans-

fer coefficient （N） and （B） indicate the data 

from Narita et al （2000） and Barlow et al （2004）, 

respectively. The mass transfer coefficients are 

normalized by the data of roof with H/W=1.0.

図－１０　2Dキャノピーの床面局所熱伝達率分布

（Aliaga et al, 1994）．熱伝達率は各ケースの床面

平均値で基準化している．

Fig. 10　Distribution of mass transfer coefficient of 

street of 2D canopy （Aliaga et al, 1994）. The 

mass transfer coefficients are normalized by the 

area-averaged data.



ピー内の気流性状の変化が明確に伝達率分布に影響

を及ぼしていることが確認される．

　４．粗度の高さ分布の影響

　様々な形状の建物が林立する都市の伝達率を評価

する上で，高さ分布は重要な因子と考えられるが，

模型群の高さが不均一な条件を取り扱った縮小模型

実験は極めて少ない．ここでは，塩分濃度測定法を

用いた成田ほか（１９８６ｂ）による結果を図－１２に示

す．この実験では，ある一定区画内に平面形状が正

方形の直方体模型を整形配列し，模型平均高さ一定

で高さ分布を変えた７ケースの床面伝達率を測定し

ている．尚，模型の床面に占める面積比λ pはいず

れのケースも０．３６である．図より，高さ分布により

最大で伝達率に４０％の違いが生じており，高さ一定

で H/Wと伝達率の関係を整理した図－８と比較す

ると，高さ分布の影響が極めて大きいことが分かる．

　Ⅵ．対流熱伝達率のモデル
　

　対流熱伝達率のモデル化については，接続する都

市キャノピーモデルの種類によって，必要な空間解

像度が異なる．例えば，単層キャノピーモデルへの

適用を考えた場合，壁面・屋根面・道路面のバルク

の伝達率をキャノピー層内代表風速と上空風速との

いずれかで表現することが望まれる．また，多層

キャノピーモデルの場合，壁面内高さ方向の伝達率

分布を考慮することが望ましい．これに対して，従

来の建物表面熱伝達率のモデルは，Ⅱ節及びⅢ節で

述べた通り，実大建物外表面での実測結果に基づき

伝達率を近傍風速または上空風速の関数で整理した

ものが一般的であるが，いずれも実測場所固有の気

流性状の影響が含まれているため汎用性に乏しい．

そこで，このような問題を回避するような新しい熱

伝達率のモデル構築の試みが行われている．以下に

その例を示す．

　１．共存対流下の熱伝達率

　Clear et al（2003）による大規模な低層建物の水平

屋根を想定したモデルが挙げられる．このモデルで

は屋根周辺気流を理想的な水平平板上の境界層流れ

とみなし，水平平板の自然対流及び強制対流時の

Nu数の実験式を加算表現した次式で伝達率を表す．

　　�  �　

　　Nunatural ＝ a・RaLnb �　

　　Nuforced ＝ Rf・c・Red・Pr 1/3 �　

　　 η ＝ ln（1 ＋ Ge/Re2）/［1 ＋ ln（1 ＋ Gr/Re2）］ �　

　　xc ＝ Rec・ ν /U �　

　但し，Δ T� 0；a ＝ 0.15，b ＝ 1/3，

　　　　　　　　Δ T＜ 0；a ＝ 0.27，b ＝ 1/4

　　　　x� xc；c ＝ 0.0296，d ＝ 4/5，

　　　　　　　　x＜ xc；c ＝ 0.332，d ＝ 1/2

パラメータ a，b，c，dは伝熱工学における既往の

Nu数の実験式に拠り，安定・不安定及び層流・乱流

の条件により値が異なる．Gr数と Re数の関数であ

るηを用いることで，共存対流における強制対流と

自然対流の影響度を表現している．また，強制対流

乗数 Rfは，表面粗さが速度境界層の発達に及ぼす

Nuforced
 λ 

Nunatural ＋
 λ 

h ＝ η
xLn
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図－１１　2Dキャノピーの面内物質伝達率分布（成田

ほか，２０００）．物質伝達率はH/W ＝ 1.0の屋根面平

均値で基準化している．

Fig. 11　Distribution of mass transfer coefficient of 

2D canopy （Narita et al, 2000）. The mass 

transfer coefficients are normalized by the area 

averaged data of roof with H/W=1.0.

図－１２　模型高さのばらつきと床面伝達率の関係

（成田ほか（1986b）3Dキャノピー，直方体整形

配列，模型面積率λ p ＝ 0.36）．

Fig. 12　Relationship between normalized mass 

transfer coefficient of street and normalized 

standard deviation of model height.



影響を表現する定数でWalton により主な建築仕上

げ材料別に整理されている．

　屋根上が周辺建物のウェイクになるような高さ分

布のある高密度粗度群の屋根面伝達率には適用出来

ない，屋根の周囲に防水用の立ち上がりがある場合

には強制対流の代表長さが不明確になる，といった

限界はあるが，観測データによるチューニング無し

に既存の水平平板境界層流れの知見に基づき得られ

た実験式が，代表長さの異なる２箇所の建物の水平

屋根に適用できることを実測により検証している点

は特筆すべきである．

　この他に共存対流下の無次元数を用いたモデルと

して，大塚ほか（１９９９）は風洞内に粗度群の中の模

型１個を加熱し，直接熱収支法による熱伝達率の実

験結果から，模型各面の Nu数を Gr数と Re数で整

理している．また，足永（２００１）は風洞内に表面を

加熱した単独模型を設置した実験から，熱伝達率を

バルクリチャードソン数で整理している．しかし，

１個の模型だけを加熱するという実験条件が広域に

わたり温度境界層が発達している都市の不安定条件

とは異なっているため，実スケールへの適用にする

には，更に実験条件の追加が望まれる．

　２．自然対流下の熱伝達率

　Kondo et al（1997）では，自然対流時で Ra数が

大きい条件下では Nu数が Ra数の指数に比例する，

という伝熱工学の知見を引用してバルク係数のモデ

ル化を行っている．

　　Nu数の定義より

　　�  �　

ここで，次式が成り立つとすると，

　　Nu∝ Ra1/3 �　

�，�式から次式が導かれる．

　　�

　　　　�  �　

平滑面：b ＝０．００１１ｍ［m/（s K1/3）］，粗面：b ＝０．００３８

［ｍ／（s K1/3）］

　定数 bは，フラットな水平面と立方体千鳥配列の

粗度面の２種類について熱収支法による室内実験結

果から算出した値である．

ChU・x
＝

 ρ cpChU・x
＝

hx
Nu＝

aλλ

1/3g β x3（Ts － Tair）a
Ra1/3 ＝

a
ChU∝

a ν xx

＝ b（Ts － Tair）1/3

　３．粗度密度によるキャノピー内気流性状の変化

と伝達率の関係

　粗度密度によりキャノピー内の気流性状が iso-

lated flow, wake interference, skimming flowの３つ

に分類できることは広く知られているが，Harman 

et al（2004）はこの気流性状による伝達率の違いを

考慮した 2Dキャノピーのバルク係数のモデルを提

案している．本節ではその概要を紹介する．

　２次元キャノピー内の気流を図－１３�に示す通り，

recirculation regionと ventilated regionの２つの領

域に分けて考える．ここで，recirculation region の

領域の広さを表すパラメータ Lrは，既往文献から

暫定的に Lr ＝ 3 Hとする．これにより，街路幅が狭

い場合にはキャノピー空間全体が recirculation re-

gion となる所謂 skimming flow，街路幅が広くなる

につれて ventilated region が支配的な isolated flow

となる．Recirculation regionとventilated regionで

はバルク係数－風速の特性は異なると考えられるた

め，キャノピー内気流性状に応じて図－１３�，図－

１３�に示す二通りの伝達抵抗ネットワークモデルを

用意する．

　屋根面の伝達抵抗は，対数則に基づき次式で表現

される．

　　�  �　

　　�  �　

　　�  �　

z2：上空の参照風速の定義高さ（z2 ＝ 2H），z0m，z0X：

運動量及びスカラXに対するキャノピー表面粗度，

z0T：粗度長，urf：屋根面に対する代表風速，dT：ゼ

ロ面変位　 δ rf：屋根の境界層厚さ，

　recirculation region の r3，r4，r5 も，同様に対数

則を仮定すると近傍の代表風速を用いて次式で表現

される．

　　�  �　

　　�  �　

　　�  �　

ここで，recirculation region 及び ventilated region

の代表風速 uuw, uus, udw, udsは，キャニオン上空から

の下降流がぶつかる場所D点からの吹走距離に拠

 κ 2・urf
 δ rf

ln
 δ ef

r1 ＝ ln
z0xz0m

 〈u（z2）〉－ urf
r2 ＝

u*
2

z2 － dT
ln

H ＋ δ rf － dT
＝ ln

 urf

z0Tz0T 〈u（z2）〉

 κ 2・uuw
0.1H

ln
0.1H

r3 ＝ ln
z0xz0m

 κ 2・uus
0.1H

ln
0.1H

r4 ＝ ln
z0xz0m

 〈u（z2）〉－ uus
r5 ＝

u*
2

 ５５０　総　説 J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour. Vol. 17, No. 5（2004）



り exponential で減衰すると仮定すると次式で表さ

れる．

　　�  �　

　　u（x）＝ ure・exp｛－ α 2 x/H｝ �　

　　ure ＝ uct・exp｛－ α 1 Lse/H｝ �　

x：D点からの吹走距離，Lse：length of the sloping 

edge of the recirculation region, a，b：対象領域の

両端のＤ点からの吹走距離，α 1，α 2：気流性状に

より決まる定数

　ventilated regionの伝達抵抗 r6，r7，r8についても，

対数則を仮定することで代表風速を用いて次式で表

される．

　　�  �　

　　�  �　

u（x）dx�
1

uuw,us,dw,ds ＝
b

a ＋ b

a 

 κ 2・uds
0.1H

ln
0.1H

r6 ＝ ln
z0xz0m

 〈u（z2）〉－ uds
r7 ＝

u*
2

　　�  �　

このモデルに含まれるパラメータは，キャノピー表

面の粗さに関する z0m，z0x，α 2，キャノピー内の気

流性状に関するα 1，Lrである．Harman et al（２００４）

は，このモデルを用いたバルク係数と H/Wの関係

を整理し，ナフタレン昇華法によるBarlow et al

（2004）の実験値との比較を行い，両者が良く一致す

ることを確認している．

　Ⅶ．結　語
　

　本稿では，近年ヒートアイランド現象など都市域

に特有の現象をより高精度に予測することを目的と

して開発されている都市キャノピーモデルに必要な

都市表面熱伝達率の既往研究についてレビューを

行った．まず，伝達率の測定方法について概観する

とともに，観測・実験研究の主な成果について報告

 κ 2・udw
0.1H

ln
0.1H

r8 ＝ ln
z0xz0m
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図－１３　2Dキャノピーの伝達抵抗モデル（Harman et al, 2004）．

Fig. 13　Schematic diagrams of model of transfer coefficient of 2D canopy （Harman et al, 2004）.



した．その要旨は次の３点である．

　１）実大建物表面の熱伝達率の観測例は多数あるが，

研究者間で U － hの関係式は異なっている．そ

の要因としては，建物形状，風速定義高さ，表

面温度と気温の差Δ Tなどが考えられるが，各

因子の影響を定量的に検討した例は殆ど無い．

　２）縮小模型実験については，中立条件下で立方体

や２次元リブの規則的配列の粗度群に対して，

粗度形状と伝達率の関係や面内伝達率分布につ

いての報告が複数行われている．

　３）縮小模型実験で得られる伝達率を実大スケール

に外挿できるか否かについて，観測データに基

づく検証は行われていない．

　最後に，都市表面熱伝達率のモデルとして，大規

模水平屋根を対象としたClear et al（2003），自然対

流下の粗面を対象としたKondo et al（1997），中立

条件下の 2Dキャノピーを対象としたHarman et al

（2004）の３つのモデルの紹介を行った．

　今後，安定度や粗度密度などを考慮した汎用的な

モデルを構築するためには，粗度配列条件のコント

ロールが容易な縮小模型による風洞実験，様々な放

射条件及び安定度における屋外での縮小模型実験，

実大スケールでの屋外観測などの多方面での更なる

観測データの蓄積は勿論のこと，測定手法やスケー

ルの異なる実験データ相互の比較検証が望まれる．
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